予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名：商品開発・流通支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　地域産業課　県産品開発係　電話番号：058-272-1111（内3097 ）

　　　　　　　E-mail： ｃ11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　44,775千円（前年度予算額： 19,800千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	19,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,800

	要求額
	44,775
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	44,775

	決定額
	40,993
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,993


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・県内モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請け体質の企業が多く、直接消費者の声を聞きモノづくりに活かしたり、メーカー自らが販路を開拓するといった経験に乏しかったことから、高度なモノづくり技術を保有しているものの、それが利益を生むモノづくりに直結していないのが現状。利益増大を実現するための「事業計画立案」や「商品開発」、「販路開拓」が県内モノづくり企業の強化すべき重要な経営課題となっている。

・そこで、消費者視点に立ったデザイン性、市場性の高い商品づくりや、それらの商品を市場へ流通させるための取り組み、商品の価値を消費者に適切に伝えるスキルの向上に対する支援を行い、県内モノづくり企業の利益率の高いビジネスモデルづくりを推進していく必要がある。この事業を契機に企業が主体的に、商品開発・販路開拓に取り組めるような事業展開を行う。

（２）事業内容

◎商品開発支援事業

商品開発について支援を受けたい県内モノづくり企業を公募、採択し、企画に適したプロダクトデザイナーとマッチングすることにより、商品企画・デザイン開発・販売戦略立案に至るまでのプロセス実践の支援を行う。
【Ｈ２６年度実施予定事業】
　　　岐阜発モノづくりプロジェクト：２０企画程度

◎流通支援事業
　　○新県産品プロモーション・新販路開拓事業
　 　・知名度が高く、集客力の大きいファッション・インテリア見本市やアジ

ア最大級の食品展示商談会等へ岐阜県の地場産業を一堂に集め出展し、
バイヤー向けに大規模ＰＲ・商談を実施する。
○メイド・イン・ジャパン・プロジェクト㈱（ＭＩＪＰ）連携事業
・岐阜県と包括連携協定を結んでいるMIJP(株)が設置する都内セレクトシ
ョップの県産品常設コーナー設置事業（通年）

・都内セレクトショップでの海外での販売を視野に入れた県産品展示会（１企画）及び首都圏の高感度な消費者の反応を知る県産品展示会（１企
画）
　　　・事業計画を実践的に学ぶ「モノづくり道場（全５回予定）」　
　　○商品価値創造支援事業
　　　・名古屋地域のセレクトショップでのテストマーケティング事業　等
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県10/10
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	267
	プロポーザル審査委員謝金等

	旅費
	1,648
	プロポーザル審査委員費用弁償、職員業務旅費

	需用費
	　 140
	事務用消耗品費

	役務費
	　 21
	広告料、電話代・郵便代

	委託料
	41,214
	テストマーケティング事業、展示商談会出展委託料等

	工事請負費
	
	

	補助金
	1,080
	バイヤー招へい商談会負担金


	その他
	　405
	セミナー等会場使用料

	合計
	44,775
	


	　決定額の考え方　

　商談会への出展支援については、企業負担など事業内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
・長期構想

　　Ⅱ－１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　・付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大

によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につな

げる。
（２）後年度の財政負担

　　　新たな商品開発支援と流通支援の両軸により、今後も県内中小企業を支援していく必要があり、毎年同額程度の予算措置を見込んでいる。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　県内中小企業にとって、付加価値の高い商品開発は、今後取り組んでいかなければならない課題であるが、直接消費者の声を聞きモノづくりに活かしたり、メーカー自らが販路を開拓するといった経験に乏しい企業も多いため、県がこれまで築いてきた県産品開発の豊富なノウハウを有する民間事業者等とのネットワークを活用し、中小企業に実践の場を提供し、支援していく必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


＜（１）商品開発支援事業＞

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内のモノづくり事業者の新商品の企画・開発を支援することにより、顧客の視点に立ったデザイン性・市場性の高い新商品開発に挑戦する機会を提供し、企業の商品開発力の向上を図るとともに、国内外に発信できる岐阜県ブランドの商品ラインナップの強化、さらには地域のデザイナーの育成を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	商品開発支援事業による新商品開発数(試作品を含む)
	－
（H  ）
	20
（H23）
	40
（H24）
	40
（H25）
	80
（H26）
	50.0％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

県内モノづくり企業の意欲的な商品開発プロジェクトを公募し、プロダクトデザイナーによるデザイン開発支援を行うことで、顧客の視点に立った付加価値の高いモノづくり、品質・デザイン性・機能性に優れた岐阜県ブランド商品の開発、また、一連のプロセスを通じた企業の商品開発力の向上を支援した。

　デザイン開発支援にあたっては、地元デザイナーを積極的に活用し、デザイナー育成も図った。

・３月～４月　商品開発プロジェクトの募集、選定
・５月～６月　デザイン開発支援を行うデザイナーの選定
・６月～３月　メーカー、工業デザイナー、県・(公財)岐阜県産業経済振興センターが協
働して商品開発を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成24年度は、本県を代表する地場産業である陶磁器、刃物、木工など20件の商品開発プロジェクトの支援を実施し、年度末までに20件の新商品(試作品を含む)が完成した。

県内モノづくり事業者が、工業デザイナーを活用して商品開発を行うプロセスを習得することにより、モノづくり企業の商品開発力の向上が期待される。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	本県モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請的なビジネス形態が主体であり、独自の販売ルートを持っていないため、出口である流通に弱く、価格競争の影響を非常に受けやすい体質となっている。モノづくり企業の売上・利益の増大、販売を重点に置いたビジネスモデルの推進を図るためには、企業の商品開発力など価値創造的な活動を支援していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成23年度、平成24年度ともに20件の商品開発プロジェクトが予定どおり実施された。

　プロダクトデザイナーと初めて仕事をしたという企業もあったが、着実に商品開発力が高まっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　支援を行う企業の選定方法について、平成23年度は選考委員会を開催し、応募者のプレゼンテーションを行っていたが、平成24年度より選定方法を見直し、応募のあった企業を直接訪問し、申請内容や開発体制等のヒアリングを行うことにより、応募者の負担軽減とヒアリングの充実を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　モノづくり企業の商品開発力の向上を支援するとともに、商品の価値を消費者や流通事業者に的確に伝達するための価値伝達力の向上も図っていくことが必要である。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

当事業によりモノづくり企業の商品開発力は着実に向上しており、商品価値伝達力の向上を図る流通支援事業との有機的な連携により、利益率の高いビジネスモデルづくりを推進し、将来にわたり継続して発展するための基盤づくりを行っていく。




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


＜（２）流通支援事業＞
	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県との包括連携を結んでいるMIJPが東京ミッドタウンに設置している雑貨等のセレクトショップTHE COVER NIPPON（ｼﾞｶﾊﾞｰﾆｯﾎﾟﾝ）を活用し、県産品のテストマーケティング、消費者との交流イベント等を実施し、県内企業の商品開発力を高める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	テストマーケティング実施商品数
	－
（H  ）
	333
　（H22～23）
	420
（H24）
	  497
（H25）
	550
（H26）
	90.4％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　・今年度は、海外市場と首都圏市場をそれぞれ対象としたテストマーケティングを実施。海外市場を対象としたテストマーケティングは初の試み。

・５２社から１７５商品の申請があり、海外市場対象のテストマーケティングでは１５社３８商品を選定し、９～１０月の２カ月間テスト販売した。また、首都圏市場対象では２０社３９商品を選定し、１１月の１カ月間テスト販売した。

　・テストマーケティング期間中に、参加企業が、在京外国人と意見交換を行うイベントを２回、モノづくりに関心が高い日本人消費者と意見交換を行うイベントを１回実施した。


（前年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　＜海外市場を対象としたテストマーケティング＞

・在京外国人と意見交換を行うイベントにおいて、「外国人の生の声が直
接聞け、海外展開に向けた商品開発の参考になった」等、参加企業か
ら高評価を得た。

・テストマーケティングの結果を活かし、出品企業が海外展開に向けた
具体的なアクションをとることが期待される。

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　県内モノづくり企業がＯＥＭ・下請け体質から脱却するためには、ショップのバイヤーや顧客と直接につながり、消費者視点に立った市場性の高い商品づくりを支援することは不可欠である。また、発信力のある首都圏でのテストマーケティングは、岐阜県商品の販路拡大にも貢献している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	平成24年度までのジカバーニッポンにおけるテストマーケティング参加企業のうち、累計22社が常設販売へと移行しており、首都圏での販路拡大に寄与している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　東京における岐阜県産品のアンテナショップとしての役割も果たしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　テストマーケティングにおいて一時的に売り上げが増大しても一過性の成果でしかなく、その後、参加企業がショップバイヤーや売り場担当者と継続的なコミュニケーションを図り、売れ行きや改善点を商品開発にフィードバックしていくことが真の商品力強化・継続販売へとつながる。今後は企業の積極的な商品開発マインド形成についてもバックアップしていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

次年度も首都圏の高感度な消費者をターゲットとしたものと海外での販売を視野に入れたテストマーケティングを各１回実施し、新たな販路開拓を志す企業の商品開発力向上を支援していく。


